[bookmark: _1iup5azqovp]レンタルバイク契約書

レンタルバイク事業者　　　　　　　　　　　　　（以下「甲」という。）と、利用者　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、甲が所有又は管理する二輪自動車、原動機付自転車その他の車両（以下「レンタルバイク」という。）の貸渡し及び利用について、次のとおりレンタルバイク契約（以下「本契約」という。）を締結する。

[bookmark: _n7r8t84pmv4y]第1条（目的）
本契約は、甲が乙に対してレンタルバイクを貸し渡し、乙がこれを利用するにあたり、貸渡条件、利用方法、料金、事故・故障時の対応、損害賠償、返却その他必要な事項を定め、甲乙間の権利義務を明確にすることを目的とする。

[bookmark: _334pgsp5of0o]第2条（貸渡車両）
甲が乙に貸し渡すレンタルバイクは、次のとおりとする。
	項目
	内容

	メーカー
	

	車名・型式
	

	排気量
	cc

	車両番号
	

	車体番号
	

	走行距離
	km

	燃料残量
	□ 満タン　□ その他（　　　　　　）

	付属品
	□ ヘルメット　□ 鍵　□ ETC車載器　□ その他（　　　　　　）



[bookmark: _n4w8jfd69355]第3条（貸渡期間）
1. レンタルバイクの貸渡期間は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	貸渡日時
	年　　　月　　　日　　　時　　　分

	返却予定日時
	年　　　月　　　日　　　時　　　分

	貸渡場所
	

	返却場所
	


2. 
乙が貸渡期間の延長を希望する場合は、返却予定日時までに甲へ申し出て、甲の承諾を得なければならない。
3. 甲の承諾なく返却予定日時を経過した場合、乙は甲所定の超過料金を支払うものとする。

[bookmark: _8mx5lbw3vvtm]第4条（利用資格）
1. 乙は、レンタルバイクを運転するために必要な有効な運転免許証を保有し、当該車両を適法に運転する資格を有していなければならない。
2. 乙は、貸渡しを受ける際、甲の求めに応じて運転免許証その他本人確認に必要な書類を提示するものとする。
3. 乙は、運転免許の停止、取消し、失効その他レンタルバイクを適法に運転できない事情が生じた場合、直ちに運転を中止し、甲へ連絡しなければならない。
4. 甲は、乙が安全な運転を行うことが困難であると合理的に判断した場合、貸渡しを拒否し、又は貸渡し後であっても利用の中止を求めることができる。

[bookmark: _jxge2ypseg2z]第5条（利用料金）
1. 乙が甲に支払う利用料金等は、次のとおりとする。
	項目
	金額・条件

	基本利用料金
	金　　　　　　　　　円（税込）

	オプション料金
	金　　　　　　　　　円（税込）

	補償制度等
	金　　　　　　　　　円（税込）

	その他
	金　　　　　　　　　円（税込）

	合計金額
	金　　　　　　　　　円（税込）

	支払方法
	□ 現金　□ クレジットカード　□ その他（　　　　　　）


2. 貸渡期間の延長、燃料不足、車両又は付属品の損傷、返却場所の変更その他追加料金が発生する事由がある場合、乙は甲所定の追加料金を支払うものとする。

[bookmark: _cwi05kkz2bek]第6条（車両状態の確認）
1. 甲及び乙は、レンタルバイクの貸渡しに際し、車体の傷、へこみ、破損、タイヤ、灯火類、ミラー、燃料、走行距離その他必要な事項を確認するものとする。
2. 貸渡時に確認された既存の傷その他の状態については、必要に応じて書面、写真又は電磁的方法により記録する。
3. 乙は、貸渡し後速やかに異常又は貸渡時に確認されていない損傷を発見した場合、直ちに甲へ連絡するものとする。

[bookmark: _b2msqijqdpkp]第7条（レンタルバイクの使用及び管理）
1. 乙は、善良な管理者の注意をもってレンタルバイクを使用及び保管し、交通関係法令その他適用される法令を遵守するものとする。
2. 乙は、レンタルバイクの使用中、盗難、損傷、汚損その他の事故を防止するため、施錠その他合理的な管理措置を講じるものとする。
3. 乙は、レンタルバイクについて通常の利用方法を超える使用をしてはならない。

[bookmark: _lyst64oto3k6]第8条（禁止事項）
乙は、甲の事前の承諾なく、次の各号に掲げる行為をしてはならない。
1. 本契約において認められた者以外の第三者にレンタルバイクを運転させ、転貸し、又は使用させること。
2. 無免許、酒気帯び、酒酔い、薬物等の影響により正常な運転ができない状態で運転すること。
3. 競技、レース、速度試験、サーキット走行その他これらに類する目的で使用すること。
4. 危険運転、著しく乱暴な運転その他車両に過度な負担を与える方法で使用すること。
5. 法令に違反する目的又は公序良俗に反する目的で使用すること。
6. レンタルバイクを改造し、部品を交換し、又は機器等を取り付けること。
7. 甲の承諾なく日本国外へ持ち出すこと。
8. その他、本契約又は甲が貸渡時に説明した利用条件に違反すること。

[bookmark: _1stekmqlyl32]第9条（運転者）
1. レンタルバイクを運転できる者は、本契約において運転者として登録された者に限る。
2. 複数の運転者がレンタルバイクを利用する場合、すべての運転者について甲所定の登録手続を行うものとする。
3. 乙は、登録された運転者に対して本契約の内容を遵守させるものとし、当該運転者によるレンタルバイクの使用について責任を負う。

[bookmark: _o3ru457jw5k1]第10条（燃料）
1. 乙は、甲が指定する燃料を使用するものとする。
2. 満タン返却その他燃料に関する条件が定められている場合、乙は当該条件に従って返却するものとする。
3. 返却時の燃料が所定の状態に満たない場合、乙は甲所定の燃料代その他必要な費用を支払うものとする。
4. 乙が誤った種類の燃料を給油した場合は、直ちに運転を中止して甲へ連絡し、甲の指示に従うものとする。

[bookmark: _rfwm5n4mybxw]第11条（事故発生時の対応）
1. レンタルバイクの利用中に交通事故その他の事故が発生した場合、乙は負傷者の救護、道路上の危険防止その他必要な措置を講じるとともに、速やかに警察及び甲へ連絡するものとする。
2. 乙は、事故の相手方がいる場合、その氏名、住所、連絡先、車両番号、保険情報その他事故処理に必要な情報を確認するものとする。
3. 乙は、甲又は保険会社が求める事故報告書その他必要な書類を提出し、事故調査及び保険手続に協力するものとする。
4. 乙は、甲の承諾なく事故の相手方との間で責任の全部又は一部を認め、示談その他の合意を行わないものとする。

[bookmark: _rt5zqobxn4kq]第12条（故障及び車両異常）
1. レンタルバイクに故障、警告灯の点灯、異音、パンクその他安全な走行に支障を及ぼすおそれのある異常が生じた場合、乙は安全な場所に停止し、速やかに甲へ連絡するものとする。
2. 乙は、甲の承諾なく修理、部品交換その他の処置を行わないものとする。ただし、人命又は安全確保のため緊急に必要な場合はこの限りでない。
3. 故障の原因が通常の使用による車両自体の不具合その他乙の責めに帰することのできない事由による場合の対応については、甲乙協議のうえ決定する。
4. 乙の故意、過失又は本契約に違反する使用によって故障等が発生した場合、その修理その他必要な費用は乙の負担とする。

[bookmark: _vvl17o8lbuii]第13条（盗難等）
1. レンタルバイク又はその付属品について盗難、紛失その他これらに類する事態が発生した場合、乙は直ちに警察及び甲へ届け出るものとする。
2. 乙は、甲及び保険会社による調査、届出その他必要な手続に協力するものとする。
3. 乙が施錠を怠った場合その他乙の故意又は重大な過失により盗難等が発生した場合は、保険又は補償制度の適用対象外となる場合がある。

[bookmark: _4wi2yv10euym]第14条（保険及び補償）
1. レンタルバイクに付保される保険又は甲が提供する補償制度の内容は、甲が別途乙に提示する条件によるものとする。
2. 乙は、保険又は補償制度について、補償限度額、免責金額、適用条件及び適用除外事項があることを確認する。
3. 事故について保険又は補償制度が適用される場合であっても、免責金額、補償限度額を超える損害その他補償対象外となる損害については、乙が負担する場合がある。
4. 乙が事故発生時の警察への届出又は甲への連絡を怠った場合、無免許運転、酒気帯び運転その他保険約款又は補償制度の適用条件に違反した場合には、補償を受けられないことがある。

[bookmark: _d5azqokric5q]第15条（休車損害等）
1. 乙の責めに帰すべき事由による事故、損傷、汚損その他の事情によりレンタルバイクを営業に使用できない期間が生じた場合、乙は、甲があらかじめ定めて提示した休車補償料その他合理的な損害を負担するものとする。
2. 前項の負担について保険又は補償制度が適用される場合は、その定めに従うものとする。

[bookmark: _9x166xqpy2y2]第16条（交通違反等）
1. レンタルバイクの利用中に乙又は登録運転者が行った駐車違反、速度違反その他の交通違反については、当該違反を行った者の責任と費用により処理するものとする。
2. 乙は、警察その他関係機関から求められた手続を行い、反則金その他必要な費用を負担するものとする。
3. 甲が交通違反に関して関係機関への対応、車両移動その他の費用を負担した場合、乙は甲に対し当該費用を支払うものとする。

[bookmark: _o2lnj2fpc2lg]第17条（返却）
1. 乙は、返却予定日時までに、指定された返却場所へレンタルバイク及び付属品を返却するものとする。
2. 甲及び乙は、返却時に車両の損傷、汚損、走行距離、燃料残量及び付属品の有無等を確認するものとする。
3. 貸渡時には存在しなかった損傷その他の異常が確認された場合、甲は乙にその内容を説明し、必要に応じて修理費用その他の負担について協議するものとする。
4. 乙が鍵、ヘルメットその他の付属品を紛失又は破損した場合、乙はその再取得、修理又は交換に必要な合理的費用を負担するものとする。

[bookmark: _wnzkaa4ioyk8]第18条（返却遅延）
1. 乙が返却予定日時までにレンタルバイクを返却できないおそれが生じた場合、速やかに甲へ連絡するものとする。
2. 甲の承諾なく返却が遅延した場合、乙は甲所定の超過料金を負担するものとする。
3. 乙が正当な理由なくレンタルバイクを返却せず、甲からの連絡にも応じない場合、甲は、関係機関への届出その他レンタルバイクを回収するために必要な措置を講じることができる。

[bookmark: _lz3yr5o2m5dd]第19条（契約の解除及び利用中止）
甲は、乙又は登録運転者が次の各号のいずれかに該当する場合、レンタルバイクの貸渡しを中止し、又は本契約を解除して直ちに返却を求めることができる。
1. 本契約に違反した場合。
2. 虚偽の申告又は不正な方法により貸渡しを受けた場合。
3. 運転資格を失った場合。
4. 危険な運転又はレンタルバイクを著しく損傷するおそれのある使用をした場合。
5. 利用料金その他甲に対する支払義務を履行しない場合。
6. その他、本契約を継続することが困難となる重大な事情が生じた場合。

[bookmark: _imovh7t3k4wq]第20条（損害賠償）
1. 乙が故意又は過失によりレンタルバイク、付属品その他甲の財産に損害を与えた場合、乙は、保険又は補償制度により補填される範囲を除き、甲に生じた損害を賠償するものとする。
2. 乙が第三者に損害を与えた場合、乙は、適用される保険その他の制度を利用してその解決に協力するものとする。
3. 甲の責めに帰すべき事由により乙に損害が生じた場合、甲は法令及び本契約に従いその責任を負うものとする。

[bookmark: _m0a62bqgbukg]第21条（不可抗力）
地震、台風、豪雨、洪水その他の天災地変、道路の通行止め、交通規制その他甲乙いずれの責めにも帰することのできない事由により、本契約の全部又は一部の履行が困難となった場合、甲乙はその対応について誠意をもって協議するものとする。

[bookmark: _o96hkrsrvigy]第22条（個人情報の取扱い）
1. 甲は、本契約の締結及び履行に伴い取得した乙及び登録運転者の個人情報を、本人確認、車両貸渡し、料金決済、事故対応、保険手続、交通違反への対応その他レンタルバイク事業の運営に必要な範囲で取り扱うものとする。
2. 甲は、法令に基づく場合、事故・保険手続に必要な場合その他正当な理由がある場合を除き、取得した個人情報を不当に第三者へ提供しないものとする。

[bookmark: _jb0coxh2s7lz]第23条（反社会的勢力の排除）
1. 甲及び乙は、自らが暴力団、暴力団員その他これらに準ずる反社会的勢力に該当せず、また、これらと社会的に非難されるべき関係を有していないことを表明する。
2. 相手方が前項に違反したことが判明した場合、相手方は催告を要することなく本契約を解除することができる。

[bookmark: _gd90ysu3pk0q]第24条（契約内容の優先関係）
本契約のほか、貸渡料金表、補償制度の説明書、車両状態確認書その他甲乙間で個別に合意した書面又は電磁的記録がある場合、それらは本契約と一体として適用されるものとする。内容に矛盾がある場合は、個別に明示して合意した事項を優先する。

[bookmark: _jioq3mh1h77n]第25条（協議事項）
本契約に定めのない事項又は本契約の解釈について疑義が生じた場合、甲乙は関係法令及び取引慣行を踏まえ、誠意をもって協議し解決するものとする。

[bookmark: _mjpkyyesky89]第26条（準拠法及び合意管轄）
1. 本契約は、日本法に準拠し、日本法に従って解釈されるものとする。
2. 本契約に関して訴訟の必要が生じた場合は、法令上認められる範囲において、甲の本店又は営業所の所在地を管轄する地方裁判所又は簡易裁判所を第一審の合意管轄裁判所とする。

以上、本契約の成立を証するため、本書を作成し、甲乙が署名又は記名押印のうえ各自保有する。電子契約による場合は、本契約の電磁的記録を作成し、甲乙が電子署名その他合意した方法により締結する。
　　
　　年　　　月　　　日

甲（レンタルバイク事業者）
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

会社名・店舗名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

乙（利用者）
住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

生年月日：　　　　年　　　月　　　日

電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

運転免許証番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

免許の種類：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



【追加運転者】
住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

運転免許証番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

免許の種類：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名：　　　

